
福岡県古賀市



総人口 59,２１１人

65歳以上 16,７７４人 高齢化率：2８.３３％

（再掲）６５～７４歳 8,098人 ７５歳以上 8,676人

国民健康保険 特定健診受診率：33.1％ （R4年度）

介護保険 要介護認定率：13.８％

日常生活圏域数：３圏域（３中学校区）

小学校区：8小学校区

古賀市の人口動態（20２４年３月末）



■古賀市では、住み慣れた地域でともに支え合い、最期まで健やか
に安心して暮らせる地域包括ケアシステムの構築に向けて、小学
校区ごとの住民主体のネットワークづくりを推進している。

■ネットワーク形成には、まず地域内での顔の見える関係づくりが重
要であると考え、地域活動サポートセンターゆいを拠点に、介護予
防サポーター等の人材育成や活動支援の教材づくりを行い、つど
いの場等での活動の充実を図るとともに、地域の高齢者が参加し
たくなる仕掛けを展開している。

■社会福祉協議会や地域包括支援センター、生活支援コーディ
ネーター、行政の専門職などが、伴走者として住民主体の介護予
防活動に継続的に関わることで持続可能な地域支え合いネット
ワークの形成を図っている。

取組の概要



■人生100年時代。2040年の超高齢社会に備え、在宅医療と地域福祉を進める必要が
あるが、地域の人間関係の希薄化が新型コロナウイルスの影響でさらに進み、一部の地
域では介護予防活動が停滞し、地域間格差の拡大が懸念される。

■平成14年に現在の地域活動サポートセンターが設置されたが、サポーターが地域活動
へ帰属する仕組みがなく、センターでの活動が多かったため、平成28年度から地域活動
をサポートする拠点としてサポーターを育成し、地域活動を支援する仕組みを導入した。

取組の経緯・背景



取組１
介護予防サポーターの育成と活動支援のための教材づくり

①高齢者等が、運動や音楽、趣味など

得意とする分野や興味関心がある

活動で社会貢献できるよう、サポー

ターの育成や活動支援を行う。



②つどいの場や家で継続して介護予防ができるよう、古賀独自の教材（テキスト、動画、
CD ・ DVD 、啓発パンフレットなど）を市が作成する 。

教材づくりで大切にしていること
①わかりやすく、手に取りたくなる楽しさ
②持ち帰り、何度も見ることができる
③古賀市の独自性（特別感）
④目的を明確化し、目的ごとの教材である
⑤高齢者のニーズに対応した啓発手法





取組２
つどいの場で介護予防が活性化する仕組みづくり



①サポーターは、つどいの場などで行なった介護予防活動に応じてポイントを獲得でき、

ポイントは１ 年に １ 回換金もできる。

活動に応じてスタンプ付与
１年に１回 換金（最高２万円）

１年に１回 登録会＆義務研修あり



②高齢者は、介護予防や地域活動に参加するとシールをもらえ、5 枚集めて応募すると

抽選で賞品がもらえる。

【目的】
高齢者の社会参加を促し、
閉じこもり予防と健康づくり
を推進する。

【期待される効果】
・地域活動の活性化
・地域における人間関係の構築
・ソーシャルキャピタルの醸成
・地域の中で、生活上の困りごと
等の助け合いや支え合いの意識
の醸成
・災害時等の見守りネットワークの
形成



③年に1 回、運動（ボールンピック大会）や音楽（活き生き音楽交流会）のイベントを

実施し、市全域で交流を深めている。

【運動の交流イベント】

ボールンピック大会

R5年度

予選会：96チーム 666人

決勝大会：15チーム 220人

【音楽の交流イベント】

活き生き音楽交流会

R5年度 237人

＊コロナ禍は、交流DVDに変更



④地域活動を充実させるため、運動や音楽活動の用具の貸し出しや、ご当地ゲーム

（「こまめ隊の素敵シニア人生ゲーム」「介護予防川柳カルタ」など）を開発し提供して

いる。

「こまめ隊の素敵シニア人生ゲーム」

「介護予防川柳カルタ」





①介護予防こまめ隊を使った啓発や定期的なサポーター研修の実施

介護予防に必要な
日常の活動に対する
意識づけを目的に、
キャラクターを作成し、
啓発の強化を行う。

広報こが掲載（R３.11月）

取組３ 意識づくり



取組４ 多様な主体による活動と連携強化

①ヘルス・ステーション活動実施地域との連携

・地域住民が主体となり、公民館等の施設を活用し、子どもから高齢者までの健康づくりや

介護予防に取り組む自治会に対し、活動費(初年度10万円/年、２年目以降3万円/年)

の補助を行う。各種専門職は、地域活動を中心に連携し、住民主体の活動や市民の健康

づくりをサポートする。



②シニアクラブ（老人クラブ）との連携



・校区内の良い取組みは横展開へ。地域住民や各種団体、行政等が連携して、介護予防や

生活支援のネットワークづくりを推進。

①小学校区単位での地域支え合いネットワーク意見交換会の開催

●第１層地域支え合いネットワーク全体会（年間1回）

●第２層地域支え合いネットワーク全体会開催（8小学校区で各１回開催）

※専門職（保健師、管理栄養士、健康運動指導士、地域包括支援センター職員）
も参加。「地域と専門職をつなぐ」

取組５ 小学校区単位でのネットワークづくり



②地域支え合いネットワーク通信」の発行

現在、17号まで発行
福祉会・シニアクラブ・介護予防のつどいの場等で配布



■活動を通して自身の健康づくりや介護予防が促進

■個人の趣味や生きがい活動が、介護予防サポーターとしての
社会貢献活動へと発展

■歩いて行ける地域での健康づくりや介護予防の促進により、
地域内での健康や介護予防意識の向上

■外出機会の増加（閉じこもり予防）

■一部の参加者（高齢者）はサポーターとして活動するように変化し、
地域の支え手へ

取組の成果




